市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 等 ( 令 和 元 年 12 月 て 令 和 2 年 3 月 ) 
令 和 2 年 3 月 31 日 現在 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 12 月 11 日 

【 提 出 先 】 衆 議員 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 国土 交通 
大 臣 内 閣 官房 長官 国土 強 各 化 担当 大 臣 

【 件 名 】 社 会 資本 の 老朽 化 対策 の 推進 を 求め る 意見 書 














高度 成長 期 以 降 に 集中 的 に 整備 し た 社会 資本 の 老朽 化 は 、 着 実に 進行 し て お り 、 次 世代 
の 社会 経済 の 安定 ・ 安 全 に 対す る 飼 威 と 成り か ね な い 。 

本 市 で は 、 平 成 2 9 年 3 月 に 「 陸 前 高田 市 公共 施設 等 総合 管理 計画 」 を 策定 し 、 公 共 施 
設 の 全体 の 状況 を 把握 し 、 長 期 的 な 視点 を も っ て 、 更 新 、 統 廃 合 、 長 寿命 化 な ど を 計画 的 
に 行う こと に より 、 財 政 負 担 を 軽減 ・ 平 準 化 する こと と し て お り 、 あ わせ て 、「 際 前 高田 市 
橋梁 長寿 命 化 修繕 計画 」 や 「 陸 前 高田 市 公営 住宅 等 長寿 命 化 計 画 」 な どの 各 施 設 の 個別 計 
画 を 策定 する こと で 、 計 画 的 ・ 効 率 的 な 老朽 化 対策 を 進め て いる 。 

一 方 で 、 本 市 に お いて は 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復旧 ・ 復 興 を 進め て いく 中 に あっ て 、 復 
興 期間 内 に 各 公 共 施 設 を 集中 し て 再建 し た た め 、 修 繕 や 更新 が 同時 期 に 集中 する と いう 課 
題 を 抱 を て いる 。 そ の こと か ら 、 総 コス ト の 低減 と 予算 の 平準 化 を 図る 必要 が あり 、 施 設 
に 不具 合 が 発生 する 前 に 対策 を 講じ る 予防 保全 に も 取り 組む べき と ころ 、 上 厳し い 財政 状況 
下 に お いて 、 予 防 保全 を 進め る こと は 困難 な 状況 で ある 。 ま た 、 復 旧 ・ 復 興し た 公共 施設 
に つい て は 、 今後 、 新 た な 調査 ・ 点 検 の 対象 施設 と な り 、 点 検 に 伴う 経費 の 負担 増 も 懸念 
され る と ころ で ある 。 

以上 の こと に 鑑み 、 近 年 頻発 し て いる 集中 豪雨 等 の 自然 災害 に 対す る 防災 上 の 観点 か ら 
も 、 社 会 資本 の 老朽 化 対 策 は 喫緊 の 課題 で や る が 、 こ の まま で は 、 十 分 な 対策 を 講じ る こ 
と が で き な い 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 社 会 資本 の 多く を 地方 公共 団体 が 維持 管理 し て いる こと を 踏 
えて 、 国 民 の 安全 ・ 安 心 の 確保 の た め 、 下 記事 項 に 取り 組ま れる よう 強く 要望 する 。 

記 
1 予防 保全 や 大 規模 構造 物 の 更新 を 含む 老朽 化 対策 に 必要 な 予算 を 別枠 で 確保 する と と 

も に 、 補 助 対象 の 拡大 に よっ て 、 事 業 ご と に 確実 か つ 集 中 的 に 予算 を 充当 する こと 。 そ 
の 際 、 地 方 負担 分 に つい て も 、 地 方 財政 措置 の 拡充 を 行う こと 。 
2 公共 施設 等 の 老朽 化 対策 に 関す る 調査 ・ 点 検 経費 に 対す る 地方 交付 税 措置 な ど 、 財 政 
措置 を 更に 充実 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 12 月 11 日 
【 提 出 先 】 衆 議員 議長 


院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 


大 臣 経済 産業 大 臣 国土 交通 大 臣 内 閣 官房 長官 復興 大 臣 内 閣府 特 
命 担当 大 臣 (科学 技術 政策 、 地 方 創 生 ) 
【 件 名 】 国際 リニア コラ イダ ー (I LC) の 北上 山地 へ の 誘致 実現 を 求め る 意見 書 

















陸前 高田 市 を は じ め 、 東 北 地方 を 中 心 に 基 大 な 被害 を も た らし た 東日本 大 震 災 の 発生 か 
ら 9 年 を 迎え よう と し て いる 中 、 各 被災 地 に お いて は 、 早 期 復興 に 向け た 住民 生活 の 再生 











ろ で ある 。 
し か し な が ら 、 復 興 は 
に 進行 し て いる 。 





















































や 産業 ・ 経 済 の 再建 及び 都市 基盤 の 再 構築 な ど 、 地 域 が 一 丸 と な っ て 取り 組ん で きた と こ 

















実に 進捗 し つつ も 、 人 日 減少 や 少子 高齢 化 は 大 岩 災 を 機 に 一 気 











うし た 中 、 国 際 リ ニア コラ イダ ー (ILC) の 国内 候補 地 と し て 、 研 究 者 組織 で ある 





I LC 立地 評議 会 に より 「 北 上 サイ ト 」 が 最 ) 






































向 と 評価 され 、 ま た 、 政 府 に お いて も 平成 3 
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1 年 3 月 7 日 に I LC 計画 に 関す る 見 解 が 示さ れ た こと に より 、 国 内 外 に お ける 関係 機関 
に よる 活発 な 議論 が 進め られ る な ど 、 診 致 実現 に 向け た 大 詰め の 段階 を 迎え て いる 。 
この I LC 誘致 が 実現 され た 折 に は 、 世 界 最 先端 の 大 型 実験 研究 拠点 が 形成 され る こと 
に より 、 和 建設 に 係る 直接 的 な 経済 効果 は も と より 、 世 界 最 先端 の 研究 成果 を 活用 し た も の 
づく り 産 業 、 医 療 分 野 の 発展 や 新た な 需要 の 創出 な ど 、 多 大 な 経済 効果 と 雇用 機会 の 増加 
































を も た ら す も の で ある 。 





























文 1 




















また 、 世 界 か ら の 多く の f 
























































































































































究 者 ・ 技 術 者 及び その 家族 が 来訪 、 移 住 する こと に より 、 多 
上 共生 社会 が 形成 され 国際 化 の 進展 や 教育 文化 の 向上 な ど 、 そ の 効果 は 多岐 に わた り 、 








復興 後 の 持続 可能 な 地域 づく り に 大 きく 貢献 する も の と 考え て いる 。 
I LC は 、 被 災 し た 東北 地方 の 復興 と 発展 、 そ し て 持続 可能 な 社会 久生 の 大 き な 力 と な 
り 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 の 象徴 と な る も の と 考え る こと か ら 、 国 は 、「 国 際 リ ニア コラ 









































イダ ー の 建設 」 を 我が国 
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く 要 望 す る 。 








以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 


















































主導 する 国際 プロ ジェ クト と し て 位置 付け 、 国 内 誘致 を 世界 に 
表明 し 、 な お か つ 、 北 上 山地 へ の 誘致 実現 に 向け た 推進 組織 体制 を 早期 に 整え る こと を 強 










































































こよ り 意 見 書 を 提出 する 。 











意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 令 和 元 年 12 月 12 日 

【 提 出 先 】 衆 議員 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 厚生 労働 
大 臣 内 閣府 特命 担当 大 臣 (少子 化 対策 ) 

【 件 名 】 国 に よる 妊産婦 医療 費 助成 制度 創設 等 を 求め る 意見 書 








「 成 育 過 程 に ある 者 及び その 保護 者 並び に 妊産婦 に 対し 必要 な 成育 医療 等 を 切れ 目 な く 
提供 する た め の 施 策 の 総合 的 な 推進 に 関す る 法律 」( 以 下 「 成 育 基本 法 」 と いう ) が 、 令 和 
元 年 1 2 月 1 日 に 施行 され た 。 

成育 基本 法 で は 、「 成 育 過 程 に ある 者 及び その 保護 者 並び に 妊産婦 に 対し 必要 な 成育 医療 
等 を 切れ 目 な く 提 供する た め の 施 策 を 総合 的 に 推進 する 」 こと を 目的 に 掲げ 、 「 社 会 的 経済 
的 状況 に 関わ ら ず 安 心して 次 代 の 社会 を 担う 子ども を 生み 、 育 て る こと が で きる 環境 が 整 
備 さ れる よう に 推進 」 する こと を 基本 理念 と し 、 国 は 「 成 育 医 療 等 の 提供 に 関す る 施策 を 
総合 的 に 策定 し 、 及 び 実 施す る 責務 を 有する 」 と し て いる 。 

成育 基本 法 を 実り ある も の に する た め に は 、 住 ん で いる 自治 体 に よる 差 を な くし 、 妊 産 
婦 (母子 保健 法 第 6 条 で 妊娠 中 また は 出産 後 一 年 以内 の 女子 と 規定 ) に つい て 費用 の 心配 
な く 医 療 を 受け られ る よう に する こと が 不可 欠 で ある 。 ま た 、 産 科 や 周 産 期 セ ンタ ー が な 
い 地 域 は 、 移 動 等 に 伴う 妊産婦 の 経済 的 体力 的 負担 が 大 きく 、 そ れ を 解決 する こと が 少子 
化 対策 に も つなが る と 考え る 。 

さら に 、 「 妊 産婦 医療 費 助 成 制 度 」 を は じ め と し た 福祉 医療 費 助 成 を 現物 給付 で 実施 し て 
いる 自治 体 に 対す る 国庫 補助 金 の 削減 措置 に つい て は 、 直 ち に 廃止 すべ き で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記 の 事項 に つい て 特段 の 措置 を 講じ る よう 強く 要望 する 。 

回 

1 疾患 や 受診 科目 に よる 制限 の な い 妊 産婦 に 対す る 医療 費 助 成 制 度 を 国 の 
期 に 実現 する こと 
2 福祉 医療 費 助成 を 現物 給付 と し て いる 市 町 村 に 対す る 国民 健康 保険 国庫 補助 金 の 削減 
措置 に つい て は 、 こ れ を 全て 廃止 する こと 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 2 年 2 月 19 日 

【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 厚生 労働 大 臣 内 閣 官房 長官 衆 議 
院 議長 参議 院 議長 県 選出 国会 議員 

【 件 名 】 国 に よる 妊産婦 医療 費 助成 制度 創設 等 を 求め る 意見 書 


「 成 育 過 程 に ある 者 及び その 保護 者 並び に 妊産婦 に 対し 必要 な 成育 医療 等 を 切れ 目 な く 
提供 する た め の 施 策 の 総合 的 な 推進 に 関す る 法律 」( 以 下 「 成 育 基 本 法 」 と いう 。) が 、 令 
和 元 年 1 2 月 1 日 に 施行 され た 。 

成育 基本 法 で は 、「 成 育 過程 に ある 者 及び その 保護 者 並び に 妊産婦 に 対し 必要 な 成育 医療 
等 を 切れ 目 な く 提 供する た め の 施 策 を 総合 的 に 推進 する 」 こと を 目的 に 揚げ 、 「 社 会 的 経済 
的 状況 に か か わら ず 安 心して 次 代 の 社会 を 担う 子ども を 生み 、 育 て る こと が で きる 環境 が 
整備 され る よう に 推進 する 」 こ と を 基本 理念 と し 、 国 は 「 成 育 医 療 等 の 提供 に 関す る 施策 
を 総合 的 に 策定 し 、 及 び 実 施す る 責務 を 有する 」 と し て いる 。 

成育 基本 法 を 実り ある も の に する た め に は 、 住 ん で いる 自治 体 に よる 差 を な くし 、 妊 産 
婦 (母子 保健 法 第 6 条 で 妊娠 中 また は 出産 後 1 年 以内 の 女子 と 規定 ) に つい て 費用 の 心配 
な く 医 療 を 受け られ る よう に する こと が 不可 欠 で ある 。 
また 、「 妊 産婦 医療 費 助 成 制度 」 を は じ め と し た 福祉 医療 費 助 成 を 現物 給付 で 実施 し て い 
る 自治 体 に 対す る 国庫 負担 金 の 減額 措置 に つい て 、 直 ち に 廃止 すべ き で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 に つい て 特段 の 措置 を 講じ る よう 強く 要望 する 。 






















































































































































































































































































































































































記 
1 疾患 や 受診 科目 に よる 制限 の な い 妊 産婦 に 対す る 医療 費 助成 制度 を 国 の 制度 と し て 早 





















































2 福祉 医療 費 助 成 の 現物 給付 を 実施 し て いる 自治 体 に 対す る 国民 健康 保険 の 国庫 負担 金 
減額 措置 に つい て 、 こ れ を すべ て 廃止 する こと 。 













































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 する 。 





























